
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

教員指導力向上奨励事業 ○ H24 2 1 ○ 5,068 0 5,068 0 ○ ○ ○ △ 730

福井の教育力ステップアップ事業 ○ H25 1 1 ○ 1,386 0 0 1,386 ○ ○ ○ 0

中高一貫教育校（併設型)設置事業 ○ H25 1 1 ○ 7,246 6,000 0 1,246 ○ 0

福井県学力向上センター各委員会開催経費 ○ H24 2 1 ○ 1,831 0 0 1,831 ○ ○ ○ △ 818

「日本の教育モデル　ふくいの教育」発信事業 ○ H25 1 1 ○ 3,295 0 0 3,295 ○ ○ ○ 0

人事給与管理事業 ○ S21 68 4 ○ 17,738 0 0 17,738 ○ ○ ○ △ 8,540

教材研究支援事業 ○ H21 5 1 ○ 762 0 0 762 ○ ○ ○ 0

教育研究所管理費（関係団体負担金） ○ S25 64 3 ○ 78 0 0 78 ○ ○ 0

新任教員等研修事業 ○ S45 44 1 ○ 860 0 0 860 ○ ○ △ 123

初任者研修実施事業 ○ H元 25 1 ○ 1,640 0 0 1,640 ○ ○ 0

教育研究所機能強化検討事業 ○ H25 1 1 ○ 1,146 0 0 1,146 ○ △ 1,146

11 10 1 0 16 11 0 41,050 6,000 5,068 29,982 2 3 1 2 3 0 1 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 6 0 4 0 0 0 1 0 △ 11,357

成果指標1結果分類

一般会計

平成２５年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）学校教育政策課

会計区分

課・室名

平成
２５年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ □ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 2 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

7,885

6,400

6,387

16

13

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

研究等申請件数

教員が個人やグループで行う自主的な研究・研修活動を促進し、教員の指導力・資質向上を図る。

①個人やグループによる教材・教具の開発、出版活動
②教員のグループによる授業力向上を目指した実践的研究
③教職大学院等の大学院派遣研修教員に対する助成

[予算額および指標の推移等]

２５年度

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 7,845

Ⅳ

Ⅰ23.1%

拡　　充

継　　続

（単位：千円）

結果分類

平均伸び率

そ の 他

千　円

完　　了

△730

［事業内容］

指標

-12.5%

5,068

区　　　　　　分

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

成果指標について、当事業は教員の指導力・資質向上を図り、教育水準を維持・向上
させることを目的としており、定量的に成果を把握することは困難である。

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□ □

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

補 助 金

そ の 他

福井新々元気宣言に
おける位置付け

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

実行予算事      業      名 国　庫

県　単

教員指導力向上奨励事業 含まれる事業数

[事業目的]

自 治 事 務

所　　属

経過年数

教育 学校教育政策部（庁） 教育力向上推進

事務区分
事業終了
予定年度

法定受託事務

14

16

会計区分 特別会計
企業会計

-0.5%

-20.8%
目標値、指標の積算根拠等

その他

成果

[事業の評価]

平成２５年度より募集方法・審査方法を変更し、初等中等教育研究会が行ってい
た募集、審査は廃止するとともに、学校教育政策課が一貫して行うこととする。

計 画 の 達 成 状 況

国　　　　　庫

の推移

□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳 5,068

休　　止

その他特定財源

教職員の自主的な研究活動、出版活動等に対して１４件の個人・グループに助成した。また、本年
度福井大学教職大学院に派遣した１６名の教員に入学金の一部を補助し、スクールリーダーとして
の研究、研修を支援した。

□

整理統合

活動

事業効果

指標

平成25年度予算額

5,068

事業開始後の見直し状況

教職大学院派遣人数

一　般　財　源

研究活動等の募集、審査、助成金支給業務については県が一括して行うことで、教員の積極的な応
募を促し他の教員への普及を図るとともに、指導力向上を図る。

□

区　　　　　　分

廃　　止

－ 1 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

－

3,397

3,300

77

222

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

平成２４年度は、県立高等学校改革検討委員会、中高授業交流研究会の開催、
授業改善事例集・学校全体の教育力向上に関する指針の作成、保護者等に対す
る教育力向上セミナーを開催。平成２５年度は、中高授業交流研究会の開催、授
業改善事例集の作成を継続して実施

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

1,386

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

中高授業交流研究会を継続的に実施するとともに中学・高校教員の積極的な参加を促し、中高の連
続性を高めていく。また、大学教員等の指導を得ながら、中高授業改善事例集がより実践的なもの
となるよう努める。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成25年度予算額

1,386

指標

成果

授業交流研究会の実施 125

340

教育 学校教育政策

-59.2%

1,386

1,386

事業終了
予定年度

経過年数

・中学・高校が連携した授業交流研究会を継続的に実施
・大学教員等の指導を得ながら教科指導の連続性を重視した授業改善事例集を作成

中学校の研究会に参加した高校教員数、高校の研究会に参加した中学校教員数

その他

中学校、高校が実施する授業研究会の実施回数

の推移

授業交流研究会の参加人数

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅰ

Ⅰ

■ □

成果指標について、当事業は中・高の連続性を高め学力の向上を図ることを目的とし
ており、定量的に成果を把握することは困難である。

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□
中学校・高校の授業交流研究会の実施回数、参加する高校教員、中学校教員は増加傾向にあり、中
高の接続を重視した授業研究が進展している。

整理統合

53.2%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

□

国　庫

県　単

福井の教育力ステップアップ事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

中学・高校の接続を重視した授業改善を進め、小・中学生のトップレベルの学力を更に高めるとともに高校につなげる「福井型１８年教育」を推進する。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２５年度

62.3%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－ 2 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

保護者等に対する地域説明会の開催

中高一貫教育校（併設型）の設置に向けて、全体構想や施設・設備等の検討、保護者等に対する説明会の開催等、必要な準備を進める。

・中高一貫教育校（併設型）の全体構想、施設・設備の整備、入学者選抜方法等について、外部アドバイザーの意見を取り入れながら検討
・保護者等に対する地域説明会の開催

[予算額および指標の推移等]

２５年度

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 875

拡　　充

継　　続

（単位：千円）

結果分類

平均伸び率

そ の 他

千　円

完　　了

［事業内容］

指標

7,246

区　　　　　　分

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

成果指標について、当事業は中高一貫教育校の開校に向けた準備を着実に進めるこ
とを目的としており、定量的に成果を把握することは困難である。

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

補 助 金

そ の 他

福井新々元気宣言に
おける位置付け

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

実行予算事      業      名 国　庫

県　単

中高一貫教育校（併設型)設置事業 含まれる事業数

[事業目的]

自 治 事 務

所　　属

経過年数

教育 学校教育政策部（庁） 教育力向上推進

事務区分
事業終了
予定年度

法定受託事務

7

会計区分 特別会計
企業会計

目標値、指標の積算根拠等

その他

成果

[事業の評価]

平成２５年度９月補正予算において、中高一貫教育校の施設整備にかかる設計
委託費を予算化

計 画 の 達 成 状 況

国　　　　　庫

の推移

□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

休　　止

その他特定財源

平成２７年４月開校予定の中高一貫教育校の概要について、県内５地域で計７回にわたり説明会を
実施し、保護者に対して周知を図った。

□

整理統合

活動

事業効果

指標

平成25年度予算額

7,246

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

平成２７年４月の開校に向けて、施設整備や学校説明会の開催など、着実に準備を進める。

■

6,000

区　　　　　　分

1,246

廃　　止

－ 3 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

- -

- 540

- 540

- 20

1,172 1,286

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

委員会等開催回数 企画運営委員会他４委員会の開催回数の合計

「福井型１８年教育」を形成する小学校から高校までの学校教育段階での学力を更に向上させるため、学力向上センターを設置し、学力向上施策を推進する。

学力向上センターにおける学力向上施策の検討、推進に必要な委員会等の開催

[予算額および指標の推移等]

２５年度

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 2,713

Ⅰ

Ⅰ14.4%

拡　　充

継　　続

（単位：千円）

結果分類

平均伸び率

そ の 他

千　円

完　　了

△818

［事業内容］

指標

35.0%

1,831

区　　　　　　分

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□ □

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

補 助 金

そ の 他

福井新々元気宣言に
おける位置付け

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

実行予算事      業      名 国　庫

県　単

福井県学力向上センター各委員会開催経費 含まれる事業数

[事業目的]

自 治 事 務

所　　属

経過年数

教育 学校教育政策部（庁） 教育力向上推進

事務区分
事業終了
予定年度

法定受託事務

27

会計区分 特別会計
企業会計

239.1%
目標値、指標の積算根拠等

その他

成果

[事業の評価]

２４年度は、学校教育政策課、高校教育課、義務教育課の各課が委員会を設置、
運営していたが、２５年度より学校教育政策課が一括して予算計上し、教育課題
に応じて委員会等を設置し、対応していく。

計 画 の 達 成 状 況

1,532

国　　　　　庫

の推移

□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

休　　止

その他特定財源

学力向上施策の推進に当たり、企画運営会議のほか英語教育や１８年教育などの教育課題に応じて
２７回の委員会を開催し、大学教授等外部アドバイザーの意見を取り入れることで、最新の教育事
情や他県の動向などのアドバイスを得ながら効果的に進めることができた。

□

整理統合

活動

事業効果

指標

平成25年度予算額

1,831

事業開始後の見直し状況

県外からの学校視察受入人数

一　般　財　源

企画運営会議を中心に、各教育課題（英語教育、授業改善、高校改革など）に応じて委員会を設置
し、外部アドバイザーの意見を聞きながら、各課連携のもと学力向上施策を推進していく。

□

区　　　　　　分

1,831

廃　　止

－ 4 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

- -

- 993

- 993

- -

- 35

1,172 1,286

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

3,295

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

志水教授の研究チームによる調査結果については、広く県内外に発信していく。
あわせて、教育視察や研究会等の場をはじめさまざまな機会を捉えて、教育ＤＶＤの放映など、引
き続き広報活動を行っていく。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成25年度予算額

3,295

指標

県外からの学校視察受入人数成果

調査研究回数

1,532

8

37

教育 学校教育政策

231.8%

3,295

3,295

事業終了
予定年度

経過年数

・「日本の教育モデル　福井の教育」調査研究
　志水宏吉氏（大阪大学人間科学部教授）を筆頭とする研究チームに調査を依頼し、福井の教育の実態を明らかにする。

・「ふくいの教育」ＤＶＤ作成
　福井の教育の具体的施策や特色について解説するＤＶＤを作成

視察に訪れた教育関係者や福井県で開催される研究協議会等でＤＶＤを放映した回数

その他

研究チームが調査のため来県し、学校等での調査を行った回数

の推移

ＤＶＤ放映回数

Ⅰ

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅰ

■ □ □

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□
大阪大学の志水教授の研究チームが県内の小中学校４校に対して綿密な調査を行ったことで、福井
の教育の特徴について客観的な分析が期待できる。
県外からの教育視察や、本県で開催される研究会等で福井の教育に関するＤＶＤを放映するなど積
極的に広報活動を行った。

整理統合

5.7%

14.4%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

□

国　庫

県　単

「日本の教育モデル　ふくいの教育」発信事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

本県の教育の実態について、大学教授による調査研究を通して明らかにするとともに、福井の教育の具体的施策について解説するＤＶＤを作成し、県外の教育関係者等に広くＰＲする。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２５年度

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－ 5 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

4 □ ■ S21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 68 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

35,371 15,546 15,278 14,927

42,158 17,426 17,399 16,744

42,158 17,426 17,399 16,441

1,120 1,226 1,197 1,231

723 796 705 643

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

人事給与

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

　平成18年度より永年勤続等教職員表彰の記念品贈呈対象者を退職者のみと
し、30年勤続者の施設招待を廃止
　平成21年度より退職者への記念品贈呈を廃止
　平成25年度より教員採用試験における適性検査を1種類とするほか、募集方法
を校種別・教科別に変更

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

17,738

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

教職員の人事や給与については、引き続き適切な管理運営を行っていく。
また、平成２５年度より教員採用試験の募集方法や選考方法を見直ししたところであり、専門性、
指導力の高い教員の確保に努めていく。また、平成２６年度は教職員人事・履歴総合管理システム
の統合等により、事務費の縮減を図る。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成25年度予算額

17,738

指標

成果

教員採用試験受験者数 1,169

637

教育 学校教育政策

-12.3%

-14.2%

-21.5%

16,560

17,738

事業終了
予定年度

経過年数

（１）人事給与管理事業
（２）顧問弁護士報酬
（３）教員の資質等評価委員会運営事業
（４）教職員人事・履歴総合管理システム維持管理費

その他

の推移

永年勤続等表彰者数

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅱ

Ⅲ

□ □

事業目的自体が成果指標になじまない。

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■
　教職員をはじめとする学校内のあらゆる職員（県立学校事務職員を除く。）の採用、異動関係、
給与関係の管理は、必要不可欠である。

整理統合

-2.8%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円△8,540

□

国　庫

県　単

人事給与管理事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

公立小・中学校および県立学校教職員の人事・給与管理に関する事務ならびに争訟関係事務に要する経費

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２５年度

1.2%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－ 6 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

5,260 491 578 733

5,260 491 578 733

4,032 491 578 733

326 324 325 323

39,000 40,300 40,027 43,557

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

762

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　教職員の授業力向上および負担軽減のため、今後も継続していく。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成25年度予算額

762

指標

ネットワーク利用回数成果

接続機関数

43,878

323

教育 学校教育政策

-10.6%

-10.6%

-14.4%

762

762

事業終了
予定年度

経過年数

　①教員が作成した教材等を各学校で適正性を確認した上、インターネット網で研究所に送信し、研究所が専用サーバにアップする。
　　アップされた教材等は、研究所のホームページからパスワードを入力することにより閲覧・利用が可能となる。
　②研究所が単独であるいは県内大学と連携・協力して開発した県独自の教材等を発信していく。

「教材研究支援システム」のアクセス数（３月１２日現在）

その他

県内全学校

の推移 Ⅱ

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅲ

■ □

平成21年度　専用サーバ設置

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□
　質の高い教材・指導ノウハウを収集し、県内の教職員がこれを利用することにより、授業の質も
向上し、福井県全体の教育の水準が向上する。また、教職員の授業準備の負担の軽減につながる。

整理統合

3.0%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

□

国　庫

県　単

教材研究支援事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

児童生徒に分かりやすい授業を行っている教員の教材等を集約・提供するシステムを構築し、教員の多忙感や負担感の解消を図る。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２５年度

-0.2%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－ 7 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

3 □ ■ S25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 64 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

88 88 88 88

88 88 88 88

88 88 88 88

14 10 10 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

人事給与

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

平成２４年度より、全国情報処理教育センター指導者協議会負担金を廃止

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

78

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

今後とも研究協議会等に参加し、教育情報の収集を行うとともに教育研究所員の資質向上を図る。
なお、全国情報処理教育センター指導者協議会負担金については、協議会解散に伴い廃止。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成25年度予算額

78

指標

成果

研究協議会等開催件数 8

教育 学校教育政策

-2.9%

-2.9%

0.0%

78

78

事業終了
予定年度

経過年数

（１）都道府県指定都市教育センター所長会負担金
（２）全国教育研究所連盟負担金
（３）東海北陸教育研究所連盟負担金

その他

の推移

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅳ

■ □

教育情報を収集するとともに教育研究所員の資質向上を図る。

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□
教育研究所間相互の連携を強化し、全国や他県の教育情報を収集するうえで重要

整理統合

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

□

国　庫

県　単

教育研究所管理費（関係団体負担金） 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

教育研究所相互の連絡を密にし、提携して研究調査の進展を図り、教育研究調査や情報処理教育等の充実を図る。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２５年度

-12.2%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－ 8 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ S45 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

962 940 940 959

962 940 940 959

962 940 922 941

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　１　教職経験者研修　　（対象者　教職経験者５か年および１０か年の教員）
　２　新任教務主任研修　（対象者　新任教務主任）
　３　新任特別支援教育担当教員研修
　４　新任通級指導担当教員等

[事業の評価]

10か年の教員の社会体験研修の実施（平成11年度から）
10年経験者研修において、評価システムを導入し、校内研修を15日以上、校
外研修を8日以上実施。

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

860

860

国　　　　　庫

その他特定財源

指標

の推移 成果

事業効果

指標

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

100.0%

区　　　　　　分

活動

平成25年度予算額

教育 学校教育政策

-2.7%

-2.7%

平均伸び率

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

会計区分 特別会計
企業会計

教育力向上推進

事業終了
予定年度

法定受託事務

県　単

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算国　庫

研修事業の目的は教員としての資質や能力の向上を図ることにあり、定量的に成果
指標を測定することは困難である。

［事業内容］

その他

 〕　／　整備目標

□

整理統合 □

△123

□

縮　　減

休　　止

廃　　止 □

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

評価に基

づく今後

の 対 応
□

□

■
継続的に毎年多数の参加者があり、教育公務員としての資質の向上に役立っている。

教育課程の適正な実施や教育の今日的課題の解決に向け、本研修を計画的に実施していく。
平成２６年度より、新任特別支援教育担当教員、新任通級指導担当教員等研修については、特別支
援教育センターにおける研修で実施

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

※目標数値を決定することが困難なため、特記事項に記載。

Ⅱ

千　円

完　　了

終期の見直し

そ の 他

新任教員等研修事業 含まれる事業数

0.0%研修参加率（％）

事      業      名

　新任教員等の資質向上を図る。

-0.7%

経過年数

結果分類

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２５年度

860

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移 860

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

－ 9 －



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

1,570 1,570 1,570 1,671

1,570 1,570 1,570 1,671

1,565 1,558 1,555 1,667

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２５年度

1,640

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移 1,640

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

初任者研修実施事業 含まれる事業数

0.0%研修参加率（％）

事      業      名

　新任教員等の資質向上を図る。

　対象者　新採用教員
　　　　　・小学校教員
　　　　　・中学校教員
　　　　　・高等学校教員
　　　　　・特別支援教育諸学校教員
　内　容　・校内研修（勤務校において、年間300時間以上実施）
 　       ・校外研修（教育研究所、特別支援教育センター等において、年間25日以上研修を実施

2.2%

経過年数

結果分類

千　円

完　　了

終期の見直し

そ の 他

休　　止

廃　　止

〕　　　＝　　　〔

※目標数値を決定することが困難なため、特記事項に記載。

Ⅱ

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

評価に基

づく今後

の 対 応
□

■

整理統合

毎年継続的に全ての新採用教員の参加があり、新採用教員の資質の向上に役立っている。

新採用教員に対する資質の向上は必要不可欠であり、今日の課題に対応できるような内容とするな
ど研修を充実していく。

□

□

□

□

□

□

縮　　減

研修事業の目的は教員としての資質や能力の向上を図ることにあり、定量的に成果
指標を測定することは困難である。

［事業内容］

その他

1.1%

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

会計区分 特別会計
企業会計

教育力向上推進

事業終了
予定年度

1.1%

学校教育政策教育

事　業
開　始
年　度

県　単

平均伸び率

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

実行予算国　庫

法定受託事務

100.0%

区　　　　　　分

活動

平成25年度予算額

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

1,640

1,640

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

指標

決 算 額 の 推 移

指標

の推移 成果

事業効果
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 部（庁） 学校教育政策 教育力向上推進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 教育研究所機能強化検討事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

教育研究所のあり方について、有識者等による検討会を設置し、現在の研究・研修・相談機能の強化に加え、新たな機能等について検討する。

［事業内容］

教育研究所の機能強化等について検討
・教育研究・調査機能の強化
・教員研修機能の強化
・教育相談機能の在り方

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 －

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,146

決 算 額 の 推 移

活動 機能強化検討会の開催回数 5 検討会の開催回数

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を決定することが困難なため、特記事項に記載。

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,146 当事業は、教員研修や本県教育の調査研究を通じて児童生徒の学力向上を担う教
育研究所の機能強化について検討することを目的としており、定量的に成果を測定す
ることは困難である。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,146

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
11月から2月まで５回にわたり、大学教授や民間教育機関等を委員とする検討会を開催し、教育研
究の専門的見地や最新の教育情勢を踏まえ議論いただき、提言を受けた。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

教育研究機能の強化、模擬授業を取り入れた実践型研修や学校への訪問研修などの充実、教育相談
体制の強化など、提言に基づき検討を進める。

見　直　し　額 △ 1,146 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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